
■「消費者月間とは？」
　毎年５月は「消費者月間」です。「消費者保護基本
法(消費者基本法の前身)」の施行20周年を機に、昭
和63年から毎年５月が「消費者月間」とされ、消費
者問題に関する啓発･教育などの各種事業が集中的
に行われています。

■令和６年度の消費者月間統一テーマ
　「デジタル時代に求められる消費者力とは」
　デジタル化やＡＩ等の技術が急速に進展し、その
スピードがかつてなく速くなる中で、私たち消費者
を取り巻く取引やサービス、コミュニケーションも
急速に変化し、利便性が増す一方、リスクも多様化
しています。
　デジタル時代において、私たちが安全･安心かつ
豊かな消費生活を送るために、今、求められる「消
費者力（消費者が消費者として生きる力）」として、
次のことが挙げられます。
▽デジタルサービスの仕組みやリスクを理解する
▽情報に対する批判的思考力、適切に情報を収集・

発信する力を養う
▽「気付く・断る・相談する」ことを高める
　この機会にさまざまな消費者トラブルを学び、正
しい知識を身に付け、消費者被害を未然に防止する
ための消費者力を高めましょう。

【事例１】覚えのないキャリア決済が行われた。携帯
電話会社に確認したところ、プリペイド型電子マ
ネーに約５万円分を２回チャージしたことになっ
ていた。直前に、不正ログインがあったので確認
するようにと書かれたメールがあり、記載されて
いたＵＲＬにアクセスしたことが関係しているか
もしれない。

【事例２】ＳＮＳサイトに表示されたブランド品の
ネットショップの広告をクリックし、正規取扱店
と思い、３万円のショルダーバッグを注文したが
偽物だった。

相 談 事 例！
被害に遭わないために…

不安を感じたときは、 すぐに消費生活センターや
消費者ホットライン（☎188）へご相談を！
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35歳･45歳 これまでの加入実
績に応じた年金額

５月は「消費者月間」です！消費者トラブルを学び、
正しい知識を身に付けましょう

【問い合わせ】消費生活センター（産業政策課内 ☎287- 0858）

42024 年 5月 25日号


